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世界のエネルギー事情

世界の原油価格推移

著しい価格高騰にも関わらずエネルギー需要は原油に依存

一次エネルギー需要

資源別（2004年）

石油

38%

石炭

26%

天然ガス

23%

原子力6%

水力6%

その他 1%

出典：International Energy Annual 2004
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エネルギー需要，ＣＯ２排出量は今後も増加

一次エネルギー需要予測

世界のエネルギー事情

出典：EIAのHP, Table A10.  World Carbon Dioxide Emissions by Region,
Reference Case, 1990-2030
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アフリカ

中東

中南米

ロシア他（非OECD）

欧州（OECD）

アジア（日本除く）

北米

２０３０年までのＤＯＥ予測（レファレンスケース）

1990 2002 2003 2010 2015 2020 2025 2030 年
0

20

40

60

80

京(1016)BTU
BTU:British Thermal Unit

1BTU=0.0002930kWh

日本

実績 ← → 予測

４２

７２

1990年 2003年 2030年0

40

80

120

億トン

50
58

81

10
12 12

22 35

107

日本

インド

米国

中国

欧州（OECD）

160

100

200

300

400

212
250

437

世界全体



5

他電源との比較

原子力はＣＯ2削減に効果的かつ経済的にも優位

発電コスト比較

出典：総合資源エネルギー調査会

コスト等検討小委員会（平成16年1月23日）資料
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新エネルギーに対しても経済性や供給安定性で優位

原子力発電所一基
１００万ｋＷ級
（３０００億円）

風力発電
山手線の３．５倍の
面積（約246km２）

（1兆円）

太陽光発電
山手線一杯の

面積（約67km２）
（６～７兆円）

原子力発電と新エネルギーの比較
建設コストの比較

東京新宿
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出典：※ 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会 原子力部会報告書「原子力立国計画」2006年8月
※※ 「原子力・エネルギー」図面集 ２００５－２００６ （財）日本原子力文化振興財団

（竜飛ウインドパーク 1999年8月 定格出力：2,875kW）
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ＣＯＬ：Combined Construction and
Operation License （建設・運転一括許可）

原子力市場動向

原子力導入・拡大機運が具体化

包括エネルギー法成立
ＣＯＬ申請計画30基
＜内 ＡＰ１０００が１６基＞

２０２０には３０ＧＷ増設
＜４基 ＡＰ１０００受注＞

原子力推進へ転換
＜ＡＰ１０００も有力候補＞

英国

米国

その他の新設需要
・ﾍﾞﾄﾅﾑ ・ｲﾝﾄﾞ ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ・ﾏﾚｰｼｱ ・ﾒｷｼｺ ・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ ・ﾘﾄｱﾆｱ ・ﾙｰﾏﾆｱ

２０１５までに８基新設予定韓国

中国

「原子力立国計画」策定
＜06年度電力供給計画推進支援＞

計画中１１基

日本

カナダ 新設サイト準備許認可申請
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米国 原子力の動向

原子力ルネッサンス

既設炉の設備利用率の向上
産業界一体で信頼性の向上、設備利用率の大幅改善に努力

科学的・合理的知見に基づいた規制緩和の推進

新設炉建設促進のための政策・規制面での支援

既設炉の有効活用の推進

出力増加，運転ライセンスの更新推奨
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米国における既設炉の設備利用率の向上

計画外自動停止の低減
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計画停止大幅削減と高設備利用率維持

設備利用率の向上
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出典： Annual Energy Review2005 ,Energy Information Administration 
原子力安全基盤機構「原子力施設運転管理年報」、
日本原子力産業協会HP（2004年～2005年分）

出典：SECY-05-0069/SECY-06-0076, NRC
原子力安全基盤機構ホームページ



11

米国の既設炉有効活用

運転ライセンスの更新
＋２０年間の期間延長

国家エネルギー政策を受けて既設炉利用拡大加速

１０３基中

認可済み： ４７基

申請中 ： ９基

計画中 ： ２７基

合 計 ： ８３基(８１%)

U.S. Nuclear Industry Power Uprates
(1977 - 2006)
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MWe

出力増加
定格＋１～２０％増加

累積増加分：4,845ＭＷｅ
(総設備容量:100GＷｅの4.8%増)

出典： ＮＲＣホームページ

２００６年１１月現在

出典： ＮＲＣホームページ

２００６年１１月現在

「2001年国家エネルギー政策」では

『出力増加で+12,000MWe可能』と評価

「2001年国家エネルギー政策」では

『既設炉の９０％が期間延長する』と予想
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米国の原子力発電支援政策

包括エネルギー法 （０５年）

原子力計画２０１０ （０２年）

国家エネルギー政策（０１年）

2010年までに新規原子力発電所を建設し、
運転開始を目指すＤＯＥの支援プログラム

原子力発電許認可手続きの合理化に
よる既設炉の有効活用等を提言

新規建設実現のための優遇政策を実行

◆プライス・アンダーソン法（無過失賠償）の2025/12/31まで延長

◆新規建設に対する最大80%までの債務保証(細目検討中)

◆新規建設に対する生産税控除
－最初の8年間、$125M/1000MW又は1.8セント/kWhの低いほうの、生産税を控除

－適用上限は6000MW 

◆新規建設遅延に伴う損失補償
－事業者責任ではない原因による建設遅延の場合、最初の6基を対象に、

初めの2基は100％、後の4基は50％を政府が補償。炉型は3デザインに限定
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設置許可プロセスの合理化

運転運転

早期サイト許可申請（ＥＳＰ）早期サイト許可申請（ＥＳＰ）標準設計証明申請（ＤＣ）標準設計証明申請（ＤＣ）

NRC 審査
↓

設計承認
/規則化

↓
証明

一括建設運転許可申請（ＣＯＬ）一括建設運転許可申請（ＣＯＬ）

建設建設 ITAAC

現在：一括審査(10CFR52)現在：一括審査(10CFR52)従来：二段階審査（10CFR50）従来：二段階審査（10CFR50）

建設許可申請（ＣＰ）建設許可申請（ＣＰ）

運転許可申請（ＯＬ）運転許可申請（ＯＬ）

建設建設

運転運転

NRC 審査
↓

公聴会
↓

認可

NRC 審査
↓

公聴会
↓

認可

NRC 審査
↓

公聴会
↓

認可

NRC 審査
↓

公聴会
↓

認可

ＣＯＬ申請後の許認可リスクを事前に低減

オ
プ
シ
ョ
ン

参考："Nuclear Power Plant Licensing Process", NUREG/BR-0298)

建設前の

設計/安全解析（PSAR)，

立地適合性/環境影響

を審査

FSARの標準設計

範囲相当を審査

電力会社

電力会社

原子炉メーカ

運転できないリスク

実質的には審査重複

設計/安全解析(ＦSAR)，

を審査

立地適合性/環境影響

を審査

電力会社

ＤＣ参照

電力会社

ＤＣ証明範囲は省略可能

立地適合性/環境
影響のみを審査

ＥＳＰ認可範囲は省略可能

ＥＳＰ参照

最終的な

設計/安全解析(ＦSAR)，

立地適合性/環境影響

を審査

15年間有効
10～20年間有効

ITAAC:Inspection, Tests,Analyses, and  
Acceptance Criteria

申請通りに設計、
建設されたことを確認

DC:Design Certification ESP:Early Site Permit
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米国の新規建設申請状況

【ＣＯＬ申請準備中サイト】

AP1000 8ｻｲﾄ 16基

EPR ｻｲﾄ未定 5基

ESBWR 3ｻｲﾄ 3基

ABWR 2ｻｲﾄ 4基

３０基以上／１５電力ＧｒでＣＯＬ申請準備中

Davie

North Anna
Summer

Vogtle

River Bend

Grand Gulf

W.S.Lee 

Bellefonte

STP

Oconee

Harris

Calvert Cliffs

Levy

Amarillo

新規建設機運が高揚

参考：ＮＥＩホームページ(07/3)

一部東芝想定

APWR 1ｻｲﾄ 2基

Comanche Peak

Nine Mile Point
未定
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中国の原子力発電動向

■第１１次５ヵ年規画（２００６年３月）

原子力発電設備容量：１０ＧＷ⇒４０ＧＷへ

原子力発電比率：２％（現在）⇒約４％（２０２０）へ

●

●

●● ●
●

●

●●
●

●
●

●

●

●
●

●
●

●● ●

●

甘粛省

重慶市

湖北省

吉林省

大連（紅沿河）

湖南省

安徽省

●

田湾

海陽

乳山

広東陸豊

広西省 海南島

陽江

台山（腰古）

嶺澳II期
江西省

恵安

秦山

福清

三門

寧徳

【候補地点／計画プラント】

（建設中３ＧＷ含む）

２０２０年には現在１０ＧＷ→４０ＧＷまで拡大
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ハノイ

ホーチミン

ベトナムの原子力発電動向

■原子力長期計画の首相承認（２００６年１月）

■新規原子力発電所導入のためのＦＳ実施を予定

【候補地点】

２０２０年までに２～４ＧＷの原子力発電所導入を検討中

ビンハイ

プロックディン

■日越間原子力平和協力推進を決定
（２００６年１０月共同声明）

←日本原電殿主体の日本連合で

受注活動中
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① ２０３０年以後も、発電電力量の３０～４０％程度以上

② 核燃料サイクルを着実に推進

③ 高速増殖炉の２０５０年の商業ベース導入 など

基本目標： 『原子力政策大綱』閣議決定（２００５年１０月）

我が国の原子力政策

新規増設 ：2030年までに8-17基
リプレース：2030年頃から26基＊

既設炉の活用拡大
高経年化対策、発電量増大

設備容量［万ｋＷ］

1960 1980 2000 2020 2040 2060 2080 2100 

2000 

4000 

6000 

既設炉 新設軽水炉

高速炉

４０年
運転
４０年
運転

６０年
運転
６０年
運転

新計画策定会議にて 資源エネルギー庁提示

＊100万kW 級で換算

2050年頃より導入

0 

将来にわたり基幹電源として原子力を推進
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国家原子力政策への東芝の取組み

原子力大綱原子力大綱
の実現の実現

1 既設原子力発電所の活用

2
原子力発電の新・増設、
既設炉リプレース投資環境の実現

3

4 技術・産業・人材の厚みの確保・発展

我が国原子力産業の国際展開支援

核燃料サイクルの着実な推進

高速炉サイクルの早期実用化

原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた
国際的な枠組み作りへの積極的関与

5

原子力立国計画

国家原子力政策実現に向け、積極的に技術開発等で貢献

統合保全／プラント性能向上技術の開発

世界で通用する次世代軽水炉の開発

ＷＥＣを通じ東芝技術・経験を世界に展開

ベトナム等海外の人材育成協力

六ヶ所再処理工場の操業開始支援

もんじゅ運転再開支援とＮａ取扱技術継承

ＦＢＲ実証炉開発への積極的参加

大間、東電東通等の工期短縮工法開発、
建設費削減への努力

ＧＮＥＰ構想等国際協力枠組みへの参加

核拡散抵抗性の高い再処理技術の開発

東芝の取組み
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東芝グループの理念

すべての事業プロセス、すべての製品で
持続可能な地球の発展に貢献します。

人と、地球と、明日のために。
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（独（独))日本原子力研究開発機構殿提供日本原子力研究開発機構殿提供

（独（独))日本原子力研究開発機構殿提供日本原子力研究開発機構殿提供

（独（独))日本原子力研究開発機構殿提供日本原子力研究開発機構殿提供

日本原燃株式会社殿提供日本原燃株式会社殿提供

東京電力株式会社殿提供東京電力株式会社殿提供

東京電力株式会社殿提供東京電力株式会社殿提供

プラント

建設

保全

サービス 燃料

サイクル

高速炉

水素

製造

東芝の原子力事業概要

原子力を通じ環境とエネルギーセキュリティに貢献

ＩＴＥＲ

核融合
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臨界試験設備

静的安全系試験設備 プラント配置設計 原子炉炉内構造物 原子炉圧力容器据付

建設計画系統設計 タービン

運転・保守

タービン点検

東芝の軽水炉事業

建設製造・調達設計研究・開発

炉内溶接ロボット
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１９６６年事業開始、

国内建設実績 ２２基（内主契約１７基）

浜岡4号機
女川2号機

柏崎刈羽3号機

東芝の原子力事業（軽水炉事業実績）

1995 2000 2005 2010

福島第一1号機

浜岡1号機
福島第一5号機

福島第一6号機
浜岡2号機

女川1号機

浜岡3号機
柏崎刈羽2号機

福島第一2号機

敦賀1号機

福島第二1号機
柏崎刈羽1号機

福島第二3号機

福島第一3号機

1970 1975 1980 1985 199019651960

女川3号機

浜岡5号機

柏崎刈羽6号機
柏崎刈羽7号機

電源開発 大間1号機

東北電力 東通1号機

稼動中プラント

計画プラント

ＢＷＲ
61% 

（32基）

PＷＲ
39% 

（23基）

世界トップレベルの技術力と製造力

国内軽水炉シェア（設備容量比）

GE
8%

GE
8%

東芝34%

WH8%

A社

B社
C社

49580MW
（55基）

原子炉：主契約

東京電力 東通１号機
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東芝の取り組み

・短工期補修技術

・予防保全

信頼性向上

・検査・監視の高度化

・健全性評価

経済性向上

発電量増大

熱出力増加

定格熱出力運転 ・タービン系性能向上

・原子炉系性能向上

長期サイクル運転

安定運転維持・稼働率向上

東芝原子力の取組み（国内既設炉）

原子力産業の動向

既設プラントの価値向上に向けた技術開発の推進

運転プラントの
価値向上

高経年化設備の予防保全の推進

６０年運転を目指した設備信頼性向上

・運転状態監視の高度化
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東芝原子力の取組み（国内既設炉）

信頼性向上 経済性向上

予防保全予防保全
炉内構造物応力改善

健全性評価健全性評価

ＳＣＣ探傷画像

フェーズドアレイＵＴ

確かな欠陥検出と
正確な進展予測

短工期補修技術短工期補修技術

シュラウドタイロッド

シュラウドの
構造強度の確保

検査・監視検査・監視
状態監視保全の高度化

タービン系性能向上

41ｲﾝﾁ41ｲﾝﾁ

低圧最終段長翼化

48ｲﾝﾁ48ｲﾝﾁ

原子炉系性能向上

超音波振動計超音波振動計超音波振動計

揚水ポンプ揚水ポンプ揚水ポンプ

レーザピーニングレーザピーニングレーザピーニング
セパレータ性能向上



26

東芝原子力の取組み（次世代軽水炉）

世界で通用する次世代軽水炉世界で通用する次世代軽水炉

安全性向上

静的安全系※の採用
（ＰＣＣＳによるＰＣＶ除熱、重力注入）

原子炉系の簡素化

・大型燃料によりCR/CRD数

を削減

・ＲＩＰ台数削減

ＳＣ構造建屋

モジュール構成／輸送容易

モジュール工法建屋

建設単価の低減

建設工期の短縮

航空機落下対応強化外壁

苛酷事故対応

コアキャッチャ

官民一体で革新的な次世代軽水炉の開発・推進

※非常用炉心冷却系：静的・動的の組合せ
※崩壊熱除去系：非常用：静的、常用：動的

AB1600AB1600
稼働率の向上

長期サイクル運転

定検短縮
ＷＥＣ技術と連携してＰＷＲ次世代軽水炉開発に参画
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はじめに
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海外への取組み

将来に向けた取組み

ＧＮＥＰ構想

目 次
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海外への取り組み

世界の原子力需要に応じて原子力発電設備を提供・普及

日本で培った製造技術・総合エンジニアリング力を世界に提供

日本の優れた原子力安全文化を世界に普及

WＥＣ*と一体となり世界の原子力発展に貢献

世界的に原子力の役割増大・新規建設機運が高揚

＊：Ｗｅｓｔｉｎｇｈｏｕｓｅ社（ＷＥＣ）
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建設サービス

Ｗｅｓｔｉｎｇｈｏｕｓｅ

Ｗｅｓｔｉｎｇｈｏｕｓｅ社(WEC)概要

燃料

原子力を創生・発展、ＰＷＲのリーディングカンパニー

▼

ABB-CE
2000

WEC BNFLが買収

1999

（1948 原子力Lab設置）

（1886設立）

（BWR・PWRメーカ）

Ｗｅｓｔｉｎｇｈｏｕｓｅ社の経緯

プラント実績 ９６基
ＰＷＲ ８７基
ＢＷＲ ９基

＊運転中基数（原子炉系納入）

ABB

CE
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米国 ６２基
日本 ２２基
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ １０基
スペイン ５基
韓国 ６基
台湾 ２基
スイス ２基
ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ２基
ｽﾛﾍﾞﾆｱ １基
ブラジル １基

１０カ国合
計

１１３
基

＊世界シェア（基数比)

東芝＋Westinghouseで

世界Ｎｏ．１シェア

440基
386GW

東芝東芝
＋＋WWＨＨ

PWRPWR 8787基基
BWRBWR 2626基基約３０％約３０％

各国の原子力事業推進を通して地球環境に貢献

世界最大規模のシェア保有

http://www.p-alpha.co.jp/flag/europe/singl/euro_ch.html
http://www.p-alpha.co.jp/flag/europe/singl/euro_fi.html
http://www.p-alpha.co.jp/flag/asia/singl/asia_tw.html
http://www.p-alpha.co.jp/flag/s_america/singl/s_ame_br.html
http://www.p-alpha.co.jp/flag/europe/singl/euro_si.html
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米国１８ヶ所アジア５ヶ所欧州１１ヶ所

世界１４カ国 ３４ヶ所に活動拠点

本社 Energy Center Pittsburgh, PAEnergy Center Pittsburgh, PA
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燃料加工

Ｚｒ材料

Columbia, SCColumbia, SC

Ogden, UTOgden, UT

UK
ガス炉燃料製造の運営

Sweden
燃料加工、BWRサービス

VästeråsVVäästersterååss

SpringfieldSpringfield

USA

Pittsburgh,PAPittsburgh,PA

エンジニアリングセンター

燃料加工 研究開発・設計

USA

USA USA

Churchill, PA

Ｒ&Ｄセンター
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Waltz Mill, PAWaltz Mill, PAWaltz Mill, PA

ﾌｨｰﾙﾄﾞｾﾝﾀｰ

ﾌｨｰﾙﾄﾞ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

Germany

MannheimMannheim

France
ﾌｨｰﾙﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

ManosqueManosque

Belgium

NivellesNivelles

ﾌｨｰﾙﾄﾞ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ

Newington, NHNewington, NH

炉内構造製造

Ｉ＆Ｃ・スペアパーツ

New Stanton, PANew Stanton, PA

保全サービス機器製造

USA

USA USA

MadridMadrid

Spain
ﾌｨｰﾙﾄﾞ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
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製造販売 設計

PWR技術

タービン系

BWR技術

炉内一部

プラント全体

世界３４拠点

日本国内

WEC

東芝

【販売】 世界１４ヶ国３４地点の販売網・拠点

【設計】 ＰＷＲ／ＢＷＲ両炉型に対応できる技術

【製造】 プラント全体を包括する製造能力

東芝／ＷＥＣの事業領域

東芝＋ＷＥＣで広範な領域をカバーし世界の原子力の発展に貢献
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米国新設に向けた原子炉メーカの動向

日本メーカによる米国原子力産業への貢献

ＡＢＷＲ ＥＳＢＷＲ ＡＰ１０００ ＵＳ-ＡＰＷＲ ＵＳ-ＥＰＲ

無 建設中（北欧）無無４基（日本）運転実績

３サイト３基 ｻｲﾄ未定５基１サイト２基８サイト１６基２サイト４基COL準備中

審査中 準備中準備中取得済み取得済み設計認証

1550 1650170012001400出力(MWe)

ＰＷＲＢＷＲ区分

炉型

ＡＲＥＶＡ三菱東芝／ＷＥＣＧＥ／東芝／日立メーカ

【候補炉型】
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東芝＋ＷＥＣ
シナジー展開

WEC

原子炉系

日本

アジア

欧州

北米

タービン系

東芝
広範囲な製品供給

世
界
的
販
売
力

東芝

現在 2015

ワンストップでプラントライフサイクル全てをサポート

シェア（事業規模）

東芝

＋

ＷＥＣ

東芝／ＷＥＣの事業展開

建設 中国・米国へＡP1000展開
運転 Ｐ・Ｂ事業スコープ拡大
燃料 生産性向上・拡販

ＷＥＣ

＋

市場拡大
＋

シナジー

東芝＋ＷＥＣ
シナジー展開
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両社技術の融合で世界の原子力の発展に貢献

ＰＷＲ事業主体

建設 ＡＰ１０００

保全サービス

燃料製造

ＢＷＲ事業

建設 ＡＢＷＲ

保全サービス

再処理

ABWR AP1000

－世界市場でＢＷＲ・ＰＷＲ両炉型を推進－

世界の原子力をリード
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原子力によるエネルギーセキュリティ確保

高速増殖炉サイクルの早期実用化が必要

● ウラン資源の有効活用

● 放射性廃棄物の低減

● 核不拡散性の確保

持続可能な発展のためのエネルギー安定供給と地球温暖化防止

原子力エネルギーの地球規模での平和利用拡大
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高速増殖炉サイクル開発：世界各国の取組み

高速増殖炉サイクル開発計画が世界的に加速

再処理路線に転向、「国際原

子力エネルギー・パートナー

シップ（ＧＮＥＰ）構想」を提唱

実験炉を建設中、２０３０年に
商業炉の運転開始を目標

２０２０年までに４基のＦＢＲ
建設を計画

インド

米国

第４世代原子炉の原型炉の
２０２０年運転開始を目標

仏国

中国

２０２５年頃までに実証炉

２０５０年よりも前に商業炉
日本

原型炉を運転中、実証炉

「ＢＮ－８００」の建設を再開
ロシア

参考: 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 第８回原子力部会資料２
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高速増殖炉サイクル開発：日本の取組み

軽水炉サイクル 高速増殖炉サイクル

廃棄物

軽水炉

燃料
製造

MOX燃料
製造

燃料
製造

ウラン

中間
貯蔵

再処理 再処理

高速増殖炉

処理・処分

六ヶ所再処理工場
８００トン/年

高速炉・燃料・再処理一体となった技術確立が必要

第二再処理工場

ウラン，Ｐｕ
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設計～建設

設計～建設

常陽・もんじゅ運転(Ｎａ取扱技術の確立）

高速増殖炉サイクル開発：日本の取組み

国策として商業炉を２０５０年よりも前を目指して開発

２０１５ ２０２０ ２０３０ ２０４０ ２０５０

高速増殖炉サイクル導入研究開発段階 実証・実用化段階

革新技術研究開発

革新技術研究開発

設計～建設

設計～建設

実証炉運転

商業炉運転

第二再処理工場運転

ＦＢＲ燃料製造工場

第二再処理実証施設運転

高
速
増
殖
炉

燃
料
・再
処
理

六ヶ所再処理工場運転
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実証炉開発プロジェクトへの参加

『大容量浸漬型電磁ポンプ開発研究』等※

で蓄積されたＮａ取扱技術を活かした貢献
(中間熱交換器, 蒸気発生器, 電磁ポンプ,等)

東芝の取組み: 高速炉技術の開発

国のＦＢＲ実証炉開発へ積極的に参画

もんじゅの確実な運転再開支援と

再開後のＮａ取扱技術の確立・技術継承

※：日本原子力発電殿受託研究：１９８５～２００２年実施
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乾式再処理技術の開発

東芝の取組み: 次世代再処理技術の開発

第二再処理工場に向けて次世代再処理技術の開発推進

回収酸化ウラン

溶融塩電解槽

核不拡散性に優れ、核兵器への転用困難

⇒ウランとプルトニウムを単独に分離不可能

中規模プラントでの経済性に優れ、ニーズ
に従った増設・拡張が容易

⇒乾式法は、湿式法と比較して処理プロセス
が単純で、設備の小型化が可能

将来の軽水炉および高速炉燃料向けの次世代再処理技術と
して積極的に開発
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4S: Super Safe, Small & Simple

10-50MWeの小規模電源ﾆｰｽﾞに対応

３０年間燃料交換不要

高い核拡散抵抗性

非常時でも自然放熱等で安全な炉

東芝の取組み: 地域ニーズに合致した高速炉開発

米国アラスカ州ガリーナ市が導入に賛成

• 大中型炉を必要としない遠隔地、島嶼等のニーズ

• 暖房，海水淡水化等、多目的エネルギー供給源としてのニーズ

• メンテナンスの簡素化を求めるニーズ
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世界的な原子力利用拡大（核拡散リスクの増大）

世界を燃料供給国と使用国に分け、サイクル技術

はパートナー国に制限 （米・仏・露・英・中・日）

米国の処分場問題（新規建設の足枷）

燃料サイクルによる核燃料有効利用と廃棄物低減

⇒国内処分場は今世紀中ＹＭ１カ所で対応可能に

ＧＮＥＰ構想の背景

原子力利用拡大と核不拡散の両立
GNEP: Global Nuclear Energy Partnership
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原子力発電使用国米国を含む米国を含むリリサイクル国サイクル国
（米・仏・露・英・中・日）

多国間の制度改革と先進リサイクルの開発

ＧＮＥＰ構想

燃料供給保証
小型炉導入

濃縮・再処理放棄
（使用済燃料引取り）

放射性廃棄物の
発生量低減

核不拡散性の
高いリサイクル

先進燃焼炉

先進リサイクル 多国間協定

参考:DOE/GNEPホームページ
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CFＴC：Consolidated Fuel Treatment Center
ABR：Advanced Burner Reactor （高速炉）

ＧＮＥＰ構想－２段階アプローチ－

２００６年２月：長期的・理想的な研究開発計画（当初発表）
２００６年８月：至近の問題解決計画と長期的なＲ＆Ｄ計画

⇒２段階アプローチへ

・先進的燃焼炉（ＡＢＲ）：電気出力２０～８０万ｋＷ
－ウラン・プルトニウム燃料による運転

・統合核燃料取扱センター（ＣＦＴＣ）：処理能力１００～１０００ｔ／年
－軽水炉使用済燃料処理と先進燃焼炉（ＡＢＲ）用燃料製造

第一段階（トラック１） ２０２０年頃

産業界の既存技術活用で以下の実証施設を建設

←ＭＡ（マイナーアクチニド）を回収しない既存技術の応用による再処理
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ＧＮＥＰ構想－２段階アプローチ－

・先進サイクル技術（ＭＡ分離回収と燃料へ使用）の研究
－高速炉の使用済燃料再処理技術開発
－ＭＡを燃焼するための燃料製造技術開発

第二段階（トラック２） ２０４０年頃

当初計画通りの長期的・理想的な研究開発

先進的燃料サイクル施設（ＡＦＣＦ）：
消滅処理用燃料（MA含有）開発・製造 及び
ＡＢＲ使用済み燃料の処理施設

AFCF：Advanced Fuel Cycle Facility

先進的燃焼炉（ＡＢＲ）：
消滅処理用燃料による核変換技術(MA燃焼)実証炉
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ＧＮＥＰ構想－日本への期待

出典:総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第８回原子力部会資料1
米国のGNEP(国際原子力エネルギー・パートナーシップ)構想について 資源エネルギー庁平成18年2月24日

クレイ・セルＤＯＥ副長官によるプレス向け記者会見抜粋
（２００６年２月１６日、於国務省）

日本は、核燃料リサイクリング技術において素晴らしい能力を有しており、まもなく、世界で

最新の商業用再処理施設の運転を開始しようとしている。

我々としては、日本は新たな技術の試験及び実証を行うためのポテンシャルを有している

と考えている。また、日本は自分の知る限り、少なくとも２つの高速炉（注：もんじゅ、常陽）を

有しており、これらは、近い将来の当該炉の有用性の実証を行なうことが可能である。

従って、日本の参加は、本構想への大きなチャンスであり、
できる限り早く当該技術を開発するためには、日米お互いの
能力とリソースのコミットが重要であると考えている。

●米国：商用再処理の経験無し、ＦＢＲ開発は中断

日米国際協力による開発推進への期待
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ＧＮＥＰ構想－日本の協力

２００６年２月 ４府省＊連名で米国のＧＮＥＰ構想提案を評価
（＊：内閣府，外務省，文部科学省，経済産業省）

２００６年５月 小坂文科大臣が、５つの研究協力分野※における
協力をボドマンＤＯＥ長官に提案

２００６年８月 ＤＯＥは、ＡＢＲとＣＦＴＣに関する関心意図表明
（ＥＯＩ）を募集 (前述トラック１）

高速炉、再処理分野等での日米協力による構想実現

①米国の核燃料サイクル施設の共同設計活動， ②「常陽」、「もんじゅ」を活用した共同燃料開発，

③原子炉をコンパクト化する構造材料の共同開発，④Ｎａ冷却炉用主要大型機器（蒸気発生器）の共同開発，

⑤我が国の経験に基づく核燃料サイクル施設等への保障措置概念の共同構築

※

２００６年９月 ＪＡＥＡ、日本原燃、日本メーカー等連名でＤＯＥへ
技術提案書を提出

２００７年１月 日米で、ＧＮＥＰを含む民生用原子力開発の行動
計画を4月までに策定する方針を確認
（甘利経産大臣－ボドマン長官会談）
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おわりに

世界のエネルギー需要／二酸化炭素排出量は今後も増加

世界的な原子力発電の役割増大・新規建設機運が高揚

⇒ 製造技術、総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ力を活かして積極参加

原子力発電拡大は核不拡散との両立が不可欠

⇒ 核拡散抵抗性の高い再処理技術開発等で貢献

産官学/国際協力により将来に向けた技術を開発
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ＴＯＳＨＩＢＡ + Westinghouse

New Global Leader

エネルギーセキュリティー

と地球環境に貢献

原子力技術の更なる革新を通し、
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